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立地のほぼ全域）に及び、被災世帯数37,023、下水道使用

制限は戸建・集合住宅も含め11,908世帯（仮復旧に1カ

月、4.14まで）、上水道33,000世帯（1カ月弱の使用制限、4.6ま

で）、ガス8,631世帯（3週間後の3月末仮復旧）、電力も当日は

停電、翌日には仮復旧するも、直後の計画停電は被災市

民に大きな負担となった（その後、優先解除）。その他、堤防

護岸の側溝流動による破損も発生した。

　建物被害は戸建住宅および木造タウンハウス、低層の

アパート等に発生、国・県・市の被災者生活再建支援制

度等の対象家屋が直後の調査で約8,657戸（全壊・大規

模半壊2,021戸、半壊・一部損壊6,636戸）、その他支援対象外

の賃貸アパート等も含めると1万戸を超えている。

本格的なインフラ施設復旧工事の進捗

市もその本復旧と完璧な液状化対策に向けて、各方面の

専門家による「液状化対策実現可能性技術検討委員会」

を組織し、中間資料の作成を終え、市内埋立地において

実験・実証段階に移行している。

　それを受けて、道路・供給処理施設のインフラ類は本

格復旧の途上にあり、幹線街路は2015（平成27）年度まで

には一部の路線を除き終了予定。また、区画道路はこれ

まで手つかず状態ではあったが、今年度から一部の区

域からスタートし、同様に同年度までには完了の見通しと

されている。その他、堤防護岸の破損個所も着 と々復旧・

補強工事が進行中にある（図4）。

戸建住宅の沈下修正工事の状況と課題

さて、最大の問題は大量の傾斜家屋の沈下修正作業だ

が、これも9カ月後の昨年末現在1,500戸程度の完了（市

HPより）に留まり、年度末の2012年3月までで2,000戸弱

ともされる。修正工事会社は全国から馳せ参じ、現在そ

の数は元請、下請等の関係会社を合わせ100社近くに

上るとされるが、復旧作業にかかる熟練作業員の数が被

災家屋数に比して圧倒的に足らず、優秀な修正会社の工

東京ディズニーランドや湾岸マリナーゼの言葉に象徴さ

れる東京都心15km圏の新しいイメージの街・浦安（千

葉県）、それが3.11で一変、今は被災による空き家増加、

地価下落、それに先日発表された首都直下型地震シミュ

レーションの湾奥震源想定地とされるなど、市民の間の

不安はいかばかりか。筆者は自宅被災も、直後から、近隣

被害調査、自治会内の委員会活動そして、今も市民ボラ

ンティア組織「NPO浦安液状化復旧相談室」にかかわ

り続けている（図1・2）。

震災液状化被害の状況

液状化発生地区は実に市域の2／3の面積（1,455ha：埋
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図1｜NPO浦安液状化復旧相談室主催のセミ
ナー風景。説明者は同副代表安田進東京電機大
学教授［提供：水野実］

図2｜NPO個人相談会のひとコマ。相談役は筆
者（右）［提供：肘井哲也］

図3｜浦安市内幹線道路の液状化対策実施計画図
［出典：『浦安市広報』2012.5.1］
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事は3～ 6カ月待ちという状態である。それが未熟な安

価な見積もりの業者さんの活躍する状況を生み、工事に

伴うトラブル、建物の状態と沈下修正のミスマッチなどの

二次的被害も報告されている。修正工事に要する費用

は建物規模や構造などによって異なるが、おおむね300

～ 1,000万円を要し、行政の支援金も用意されているも

のの、資金調達の難しい方々や建て替えか否かを思案中

の家屋では依然として不自由な生活を続けられている。

とは言っても市内は着実に工事が進行し（図5）、従来の生

活が回復しつつあると言ってもよいだろう。

次なる直下型地震にどう備えていくのか?

市も液状化対策に向けて、国の支援を受けることのでき

る「公共施設と宅地の一体的な液状化対策」つまり集団

的液状化対策工事を推奨していく方向にあるが、その工

法がある程度絞られてきたものの、新たな負担が百万円

以上／戸を要し、街区単位の合意形成が必要なうえ、推

奨工法も沈下軽減に主眼がおかれ、被災市民の多くは

意外とさめていると言ってもよい。

　また、先日発表された首都直下型湾奥地震のシミュ

レーション結果に対し、不安はあるものの、こちらも冷静

に対応されている。その理由は、被災から1年半を経過

し、すでに個々で次なる心の準備がなされて来たことも

指摘できよう。例えば、①建替え家屋では、新たに深層ま

での改良杭などの液状化対策工法を採用。②修正工事

に際し薬液注入などでなんらかの対策済み。③沈下を

経験したことで、次回も同様に修正を行えばよいと達観

など、さまざまである。

　なお、筆者は被災直後の調査などから従来の7m未満

程度の対策は無力であったこと1、また中途半端な対策

は却って高価な修正工事につながることを伝え、②につ

いては前記の点で疑問を呈してきた。③は完璧な防止技

術を施したいものの、建物を存置した状態で、リーズナブ

ルな費用での工法が見出しがたい─筆者も現時点で

は③に分類される。

　また、液状化層の存在は、戸建建物にしてみれば、必ず

しもマイナス面だけではなく、被災直後の調査でも本棚や

家財の倒壊は皆無で、外壁・基礎などのクラックもない

など建物に対する被害というのは傾き以外何もない。今

回判ったのは、液状化危険地帯は建物が壊れるような大

きな事象は起きにくいということ。これは昨今の建物は建

築構造基準を満たし、比較的剛性の高い構造で固有振

動数は短周期型、一方の砂地盤は長周期型、これは私の

大学時代の大崎順彦先生の建築構造力学の教えでは、

共鳴せず壊れ難い。つまり地震に強いと言うことになる。

とすれば、再沈下があっても、上記③を選択することも、

ある意味では備えと言う範疇に含まれると見たい。

市民ネットワークの構築～新たな浦安の「再生」・「創造」

今回の被災で注目されたのは市内在住の建築士も含む

技術者の存在、それは集合住宅地での細くなったライフ

ラインの使用維持や、戸建住宅地の住民の不安を和らげ

る働きもした。また、IT通の方々がネットを通じ情報発信

され、共助の仕組みが構築されてきた。

　NPOもその一環から誕生し、2年の期限付きながら

被災市民の力になりたいという思いの面々で構成されて

いる。今回の被災がもたらした貴重な経験、そして、いく

つか形成された市民ネットワーク、この「絆」はおそらく次

なる震災にも大きな力を発揮するものと確信する。新たな

浦安の「再生」・「創造」が着実に始まっているのである。

 注

1. 『日経アーキテクチュア』2011.4.25号掲載
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図4｜境川護岸堤防の本格復旧工事現場 図5｜市内の被災戸建住宅地の各所で急ピッチ
に進む沈下修正工事風景、修正工事の進捗率は
町内会ごとに大きく異なっている

図6｜市街地液状化対策事業の解説図［出典：『浦安市広報』2012.5.1］
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